
42

問題44　私立の大学であるＡ大学は、その設備、授業その他の事項について、法令の規定
に違反しているとして、学校教育法 15 条 1 項に基づき、文部科学大臣から必要な
措置をとるべき旨の書面による勧告を受けた。しかしＡ大学は、指摘のような法令
違反はないとの立場で、勧告に不服をもっている。この文部科学大臣の勧告は、行
政手続法の定義に照らして何に該当するか。また、それを前提に同法に基づき、誰
に対して、どのような手段をとることができるか。40 字程度で記述しなさい。な
お、当該勧告に関しては、Ａ大学について弁明その他意見陳述のための手続は規定
されておらず、運用上もなされなかったものとする。

（参照条文）
学校教育法
第  15 条第 1 項　文部科学大臣は、公立又は私立の大学及び高等専門学校が、設
備、授業その他の事項について、法令の規定に違反していると認めるときは、
当該学校に対し、必要な措置をとるべきことを勧告することができる。（以下
略）

（下書用） 10 15

［問題44～問題46は記述式］ 解答は、必ず答案用紙裏面の解答欄（マス目）に記述す
ること。なお、字数には、句読点も含む。( )
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問題45　Ａは、Ｂに対して 100 万円の売掛代金債権（以下「本件代金債権」といい、解答
にあたっても、この語を用いて解答すること。）を有し、本件代金債権については、 
Ａ・Ｂ間において、第三者への譲渡を禁止することが約されていた。しかし、Ａ
は、緊急に資金が必要になったため、本件代金債権をＣに譲渡し、Ｃから譲渡代金
90 万円を受領するとともに、同譲渡について、Ｂに通知し、同通知は、Ｂに到達
した。そこで、Ｃは、Ｂに対して、本件代金債権の履行期後に本件代金債権の履行
を請求した。Ｂが本件代金債権に係る債務の履行を拒むことができるのは、どのよ
うな場合か。民法の規定に照らし、40 字程度で記述しなさい。
なお、ＢのＡに対する弁済その他の本件代金債権に係る債務の消滅事由はなく、
また、Ｂの本件代金債権に係る債務の供託はないものとする。

（下書用）

問題46　Ａが所有する甲家屋につき、Ｂが賃借人として居住していたところ、甲家屋の 2  
階部分の外壁が突然崩落して、付近を通行していたＣが負傷した。甲家屋の外壁の
設置または管理に瑕疵があった場合、民法の規定に照らし、誰がＣに対して損害賠
償責任を負うことになるか。必要に応じて場合分けをしながら、40 字程度で記述
しなさい。

（下書用）

10 15

10 15


